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大分県佐伯市長　殿　

月
申告年月日

 ※
 処理
 事項

月

区分

事業種目
（フリガナ）

年通信日付印
年

第
二
十
号
様
式
（

提
出
用
）

日

申告区分

当該市町村分の均等
割の税率適用区分に

用いる従業員数
左のうち当該市町
村分の従業者数

⑯

⑮

電話（

1.法人税の平成

※

処

理

事

項

確認印

還付請求税額　

還 付 を 受 け よ う
と す る 金 融 機 関
及 び 支 払 方 法

支店

×
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